
 

 

令和２年度農林水産関係予算概算要求の重点事項 
 

 

総額 ２兆７，３０７億円   

 （２兆３，１０８億円） 
 

（※）各事項の下段（ ）内は、令和元年度当初予算額（「臨時・特別の措置」を除いた額） 

 
 
１ 農林水産物・食品の政府一体となった輸出力強化と高付加価値化 
 
 
⑴ 農林水産物・食品の政府一体となった輸出力強化 

 

 

 

① 司令塔組織の創設 

 

・輸出先国の輸入規制へ政府一体での対応を実現するため、輸出

に必要な証明書の申請・交付をワンストップ化するためのシス

テム構築、海外の食品安全等の規制に関する相談窓口の一元

化、輸出先国が求めるデータ収集や課題対応のための調査等を

実施 

 

 

１５億円 

（－） 

 

② 輸出向け施設の整備と施設認定の迅速化 

 

・輸出向けの食肉処理施設、水産加工施設等の整備への支援を充

実させるとともに、加工品の輸出拡大に向けた食品製造事業者

のＨＡＣＣＰ（危害分析重要管理点）対応のための施設整備や

輸出向けの施設のＨＡＣＣＰ認定取得のための取組を支援 

 

 

（食料産業・６次産業化交付金等） 

１０１億円 
 

（浜の活力再生・成長促進交付金等） 

３２３億円の内数 

 

 

③ 輸出手続の迅速化 

 

・輸出に当たって必要な証明書発給等の手続の迅速化のため、

国・自治体が行う証明書発給・検査業務の体制整備や民間の検

査機関等を活用した検査の実施等を支援 

 

 

７億円 

（－） 

  



 

 

④ 生産段階での食品安全確保への対応強化 

 

・輸出先国から求められる個々の事業者のみでは対応困難な生産

段階の食品安全等の規制に対応するため、二枚貝の衛生管理方

策の検証・普及を推進するとともに、我が国の輸出に有利な国

際的検疫処理基準の確立、輸出検疫協議の迅速化を図るための

技術的データの蓄積、畜産物の農家段階での残留物質モニタリ

ング検査の実施等を支援 

 

 

１９億円 

（６億円） 

 

⑤ グローバル産地づくりの強化 

 
・ＧＦＰ（農林水産物・食品輸出プロジェクト）に基づき、海外

の規制・ニーズに対応できるグローバル産地形成を更に推進す

るため、輸出商社とのマッチングの強化、新技術導入、国際的

な規格認証等の取得、輸出先国の検疫条件や残留農薬基準を満

たす農産物の生産等を支援 

 

 

１６億円 

（２億円） 

 

 

⑥ 戦略的なマーケティング活動の強化 

 

・海外における日本産農林水産物・食品の販売促進活動の更なる

強化・充実を図るため、ＪＦＯＯＤＯ（日本食品海外プロモー

ションセンター）による重点的・戦略的プロモーション、ＪＥ

ＴＲＯ（日本貿易振興機構）による輸出総合サポート、分野・

テーマ別の輸出先市場開拓等を支援するとともに、官民協議会

による企業の海外展開に資する情報収集・提供等を支援 

 

 

６１億円 

（４３億円） 

 
 
 
⑵ 知的財産の流出防止、規格・認証の国際化対応 

 

 

 

① 植物品種等海外流出防止総合対策事業 

 

・我が国種苗の海外流出・海外での無断増殖を防止するため、海

外における品種登録（育成者権取得）を支援するとともに、出

願マニュアル作成、東アジア植物品種保護フォーラム開催等を

支援 

 

 

６億円 

（１億円） 

 

② 農業知的財産保護・活用支援事業 

 

・品種開発者から権利を受託した農業知的財産管理支援機関によ

る海外での育成者権の取得及び保護・侵害対策や、農業に係る

特許や商標の取得や活用に向けた取組を支援 

 

４億円 

（－） 



 

 

③ ＧＡＰ（農業生産工程管理）拡大の推進 

 

・国際水準ＧＡＰの取組の拡大に向け、指導員による指導活動や農

業教育機関の認証取得等を総合的に支援 

 

 

２３３億円の内数 

（２０１億円の内数） 

 

④ 地理的表示保護制度活用総合推進事業 

 

・ＧＩ（地理的表示）保護制度活用による地域産品のブランド保護

に向け、ＧＩの登録申請や諸外国とのＧＩ相互保護に向けた活動

等を支援するとともに、海外での知的財産の保護・侵害対策を推

進 

 

 

２億円 

（２億円） 

 

 

 

⑶ 農林水産物・食品の高付加価値化、再生可能エネルギーの利用推進 

 

① ６次産業化の推進 

 

・６次産業化の市場規模拡大に向けて、農林漁業者と多様な事業者

が連携して行う新商品開発・販路開拓や施設整備、関係機関との

連携の下で６次産業化プランナーが行う事業者等に対するサポー

ト体制の整備、外食・中食における地場産食材の取引先確保の取

組等を支援 

 

１８億円の内数 

（１８億円の内数） 

 

② 食品ロス削減・再生可能エネルギーの導入等の推進 

 

・再生可能エネルギーによるメリットを農山漁村の発展に活用する

取組の実証やバイオマスを活用した産業化等に必要な施設整備等

を支援するとともに、フードバンク活動等を通じた食品ロス削減

の取組や農林水産・食品産業におけるプラスチック資源循環を推

進する取組を支援 

 

 

 １８億円の内数 

（８億円の内数） 

 

③ 食育の推進と国産農産物の消費拡大 

 

・第３次食育推進基本計画に基づき地域の関係者が連携して取り組

む共食の場の提供を始めとした食育活動の推進や、和食文化の保

護・継承、国産農林水産物の消費拡大に向けた魅力発信等の取組

を支援 

 

７億円の内数 

（６億円の内数） 

  



 

 
２ 「スマート農業」の実現と強い農業のための基盤づくり 

 
⑴ 「スマート農業」の社会実装の加速化とイノベーション・技術開発の推進 

 

①  スマート農業総合推進対策事業 

 

・最先端技術の現場への導入・実証に加えて、地域での戦略づく

り、情報発信や教育の推進、農業データ連携基盤（ＷＡＧＲＩ）

の活用促進のための環境整備等の「スマート農業」の社会実装に

向けた取組を総合的に支援 

 

 

５１億円 

（５億円） 

 

 

 

② 農林水産研究推進事業 

 

・農林水産業・食品産業の競争力強化に向け、農林漁業者等のニー

ズを踏まえた研究を国が主導して効果的に推進するとともに、研

究成果の社会実装を効果的に進めるため、知的財産マネジメント

の強化等の環境整備を一体的に実施 

 

 

３３億円 

（２７億円） 

 

③ 「知」の集積と活用の場によるイノベーションの創出 

 

・農林水産分野に様々な分野の知識・技術等を結集（「知」の集積

と活用の場）し、革新的な技術を生み出して商品化・事業化につ

ながる産学官連携研究を支援 

 

 

５３億円 

（４３億円） 

 

④ 挑戦的農林水産研究開発事業 

 

・農林水産分野にイノベーションを創出するため、国立研究開発法

人農業・食品産業技術総合研究機構に基金を創設し、困難だが実

現すれば大きなインパクトが期待される研究開発を推進 

 

 

１００億円 

（－） 

 

⑤ 大学発ベンチャー支援事業 

 

・大学の有する研究シーズを基にした起業化・ビジネス化を支援す

ることにより、農林水産業や食品産業の課題解決に資する技術の

社会実装を推進 

 

 

１億円 

（－） 

  



 

 

⑥ ＩＣＴ（情報通信技術）を活用した畜産経営体の生産性向上対策 

 

・酪農家や肉用牛農家の労働負担軽減・省力化に資するロボット・Ａ

Ｉ（人工知能）・ＩｏＴ（モノのインターネット）等の先端技術の

導入や、畜産農家に高度かつ総合的な経営アドバイスを提供するた

めのデータベース構築を支援 

 

 

２３３億円の内数 

（２０１億円の内数） 

 

⑦ 開発技術の迅速な普及 

 

・普及指導員による農業者への直接的な技術・経営支援を行うととも

に、担い手のニーズに即した開発技術の迅速な社会実装を支援 

 

 

２４億円 

（２４億円） 

 

 

 
⑵ 農業農村基盤整備（競争力強化・国土強靭化） 

 

 

 

① 農業農村整備事業＜公共＞ 

 

・農業の競争力強化や農村地域の国土強靱化を図るため、農地の大区

画化・汎用化や水路のパイプライン化、老朽化した農業水利施設の

長寿命化や豪雨・耐震化対策等を推進するとともに、スマート農業

の基礎インフラとして、先端技術の利用に必要な無線局等の整備、

ＩＣＴを用いた水管理省力化技術の導入等も推進 

 

 

３，９７８億円 

（３,２６０億円） 

 

② 農地耕作条件改善事業 

 

・農地中間管理機構による担い手への農地の集積・集約化や高収益作

物への転換を推進するため、機構による担い手への農地の集積・集

約化が行われる地域等において、農業者の費用負担の軽減を図りつ

つ、事業を実施すること等により、区画拡大等を促進 

 

 

３５０億円 

（３００億円） 

 

③ 農業水路等長寿命化・防災減災事業 

 

・農業生産活動の基盤となる農業水利施設の機能を安定的に発揮させ

るため、機動的かつ効率的な長寿命化対策及び防災減災対策を支援 

 

 

２８１億円 

（２０８億円） 

 

④ 農山漁村地域整備交付金＜公共＞ 

 

・地方の裁量によって実施する農林水産業の基盤整備や農山漁村の防

災・減災対策に必要な交付金を交付 

 

１，１１３億円 

（９２７億円） 

  



 

 
⑶ 持続的な農業の発展に向けた生産現場の強化 

 

 

① 強い農業・担い手づくり総合支援交付金 

 

・産地の収益力強化と担い手の経営発展のため、産地・担い手の発

展の状況に応じて必要な農業用機械・施設の導入を切れ目なく支

援するとともに、核となる事業者と連携する農業者とが一体とな

って、安定供給を実現する新たな生産モデル等の構築を支援 

 

 

２９６億円 

（２３０億円） 

 

② 持続的生産強化対策事業 

 

・産地の持続的な生産力強化等に向けて、農業者や農業法人、民間

団体等が行う生産性向上や販売力強化に向けた取組や、地方公共

団体が主導する産地全体の発展を図る取組を総合的に支援 

 

 

２３３億円 

（２０１億円） 

 

ア 野菜・施設園芸支援対策 

 

・水稲からの作付転換による新たな園芸産地の育成、加工・業務

用野菜への転換、施設園芸における生産性向上と規模拡大を加

速化する取組等を支援  

 

 

 

イ 果樹支援対策 

 

・優良品種・品目への改植・新植やそれに伴う未収益期間に対す

る支援を行うとともに、労働生産性の抜本的な向上に必要な産

地体制の構築を推進するため、まとまった面積での省力樹形の

導入等の取組をモデル的に支援 

 

 

 

ウ 茶・薬用作物等支援対策 

 

・茶や薬用作物など地域特産作物について、地域の実情に応じた

生産体制の強化や需要の創出等に関する取組を総合的に支援 

 

 

 

エ 花き支援対策 

 

・花きの生産拡大を図るため、品目ごとの特徴に応じて、生産か

ら流通・消費拡大に至る一貫した取組を支援 

 

 

③ 野菜価格安定対策事業 

 

・野菜生産・出荷の安定と消費者への安定供給を図るため、価格低

落時における生産者補給金を交付 

 

（所要額） 

１５５億円 

（１５７億円） 

  



 

 

④ 甘味資源作物生産支援対策 

  

・国内産糖と輸入糖との内外コスト差を調整し、甘味資源作物生産

者等の経営安定を図るための交付金を交付するとともに、「さと

うきび増産基金」による台風等の自然災害からの回復に向けた取

組、さとうきびやかんしょの生産性向上に必要な農業機械導入や

土づくりの推進、単収の向上、新品種への転換、分みつ糖工場の

「働き方改革」に向けた取組等を支援 

 

 

１４３億円 

（１０８億円） 

 

⑤ 畑作構造転換事業 

 

・ばれいしょ、てん菜、豆類等について、畑作営農の大規模化等に

対応するため、省力作業体系の導入や生産性向上技術の導入、輪

作体系の適正化のための作物の導入、種ばれいしょの生産性向上

等を支援 

 

 

３６億円 

（－） 

 

⑥ 土づくり・有機農業の推進 

 

・土壌診断等を通じた科学的データに基づく土づくりの取組や耕種

農家と連携した家畜堆肥の生産の拡大を図るとともに、国際水準

での有機農業の取組を推進するため、指導員の育成等による人材

育成、オーガニックビジネスの実践拠点づくりによる有機農産物

の安定供給体制の構築等を支援 

 

 

（強い農業・担い手づくり総合支援交付金） 

２９６億円の内数 

（２３０億円の内数） 
 

（持続的生産強化対策事業） 

２３３億円の内数 

（２０１億円の内数） 

 

 
⑷ 畜産・酪農の競争力強化 

 

 

 

① 畜産・酪農経営安定対策 

 

・意欲ある生産者が経営の継続・発展に取り組める環境を整備する

ため、畜種ごとの特性に応じて畜産・酪農経営の安定を支援 

 

 

（所要額） 

２，２３０億円 

（２,２２４億円） 

 

② 畜産生産体制の強化 

 

・離農予定の畜産経営体の施設の家族経営を始めとする担い手への

継承やＣＳ（子牛育成施設）、ＣＢＳ（子牛繁殖・育成施設）等

と連携した地域内分業体制の構築を新たに支援するとともに、繁

殖肥育一貫経営の育成等による繁殖基盤の強化、家畜や家きんの

改良増殖、国産飼料の増産や未利用資源の飼料利用拡大に向けた

取組等を支援 

 

（強い農業・担い手づくり総合支援交付金） 

２９６億円の内数 

（２３０億円の内数） 
 

（畜産生産力・生産体制強化対策事業） 

１６億円 

（１４億円） 

  



 

 

③ ＩＣＴを活用した畜産経営体の生産性向上対策（再掲） 

 

・酪農家や肉用牛農家の労働負担軽減・省力化に資するロボット・Ａ

Ｉ・ＩｏＴ等の先端技術の導入や、畜産農家に高度かつ総合的な経

営アドバイスを提供するためのデータベース構築を支援 

 

 

２３３億円の内数 

（２０１億円の内数） 

 

④ 食肉処理施設再編促進・機能高度化支援事業 

 

・畜産農家・食肉処理施設・食肉流通事業者の３者でコンソーシアム

を組織し、国産食肉の生産・流通体制を強化するための５カ年計画

を策定する者に対して、必要な施設整備等を支援 

 

 

６０億円 

（－） 

 

⑤ 畜産環境対策の高度化 

 

・耕種農家の土づくりに資する家畜堆肥の生産、悪臭・水質問題に対

応した高度な家畜排せつ物処理を新たに支援するとともに、資源循

環の促進等の環境負荷軽減に取り組む酪農家を支援 

 

 （強い農業・担い手づくり総合支援交付金） 

２９６億円の内数 

（２３０億円の内数） 
 

（持続的生産強化対策事業） 

２３３億円の内数 

（２０１億円の内数） 

 

⑥ 草地関連基盤整備＜公共＞ 

 

・畜産経営規模の拡大や畜産主産地の形成に資する飼料生産の基盤整

備等を推進 

 

 

９３億円 

（８３億円） 

 
 
⑸ 生産資材価格の引下げ、流通・加工の構造改革 

 

 

① 農業競争力強化プログラムの着実な実施に向けた調査 

 

・国内外における農業資材の価格、農畜産物の流通実態等を調査 

 

 

１億円 

（１億円） 

 

② 食品流通拠点整備の推進 

 

・品質・衛生管理の強化等を図る卸売市場施設、産地・消費地での共

同配送等に必要なストックポイント等の整備を支援 

 

 

２９６億円の内数 

（２３０億円の内数） 

 
③ 食品等流通合理化促進事業 

 

・サプライチェーン全体で一貫した流通合理化対策を推進するため、

物流、商品管理、決済等について、ＡＩ・ＩｏＴ等の先端技術を活

用した食品流通プラットフォームの実証等を支援 

 
４億円 

（３億円） 



 

 

３ 担い手への農地集積・集約化等による構造改革の推進 
 

⑴ 農地中間管理機構による農地集積・集約化と農業委員会による農地利用の最適化 
 

① 「人・農地プラン」の実質化と農地中間管理機構等による担い手

への農地集積・集約化の加速化 

 

・担い手への農地集積・集約化を加速化するため、農地中間管理事業

の５年後見直しを踏まえ、人・農地プランの実質化の推進、機構の

事業運営、地域等に対する協力金の交付、農地利用の最適化に向け

た農業委員会の積極的な活動等を支援 

 

 

２０１億円 

（１７０億円） 

 

 

② 農地の大区画化等の推進＜公共＞ 

 

・農地中間管理機構が借り入れている農地について、農業者からの申

請によらず、都道府県が、農業者の費用負担等を求めずに基盤整備

事業を実施すること等により、地域の特性に応じた農地の大区画

化・汎用化等を推進 

 

 

１，８５４億円の内数 

（１,２９７億円の内数） 

 

③ 農地耕作条件改善事業（再掲） 

 

・農地中間管理機構による担い手への農地の集積・集約化や高収益作

物への転換を推進するため、機構による担い手への農地の集積・集

約化が行われる地域等において、農業者の費用負担の軽減を図りつ

つ、事業を実施すること等により、区画拡大等を促進 

 

 

３５０億円 

（３００億円） 

 

④ 樹園地の集積・集約化の促進 

 

・農地中間管理機構等が園地を借り受け、園地整備と改植を行う取組

を支援 

 

 

２３３億円の内数 

（２０１億円の内数） 

 

⑤ 農業委員会の活動による農地利用最適化の推進 

 

・農地利用の最適化の推進のための農業委員会の活動に必要な経費を

支援 

 

 

５３億円 

（５３億円） 

 

⑥ 機構集積支援事業 

 

・所有者等の農地利用の意向調査、所有者不明農地の権利関係の調

査、農地情報公開システムの改良・維持管理、農業委員等の資質向

上に向けた研修等を支援 

 

３２億円 

（２９億円） 



 

 

⑵ 女性農業者、家族農業経営、法人経営など、多様な担い手の育成・確保と農業の「働き方改革」の推進  

 

① 農業人材力強化総合支援事業 

 

・次世代を担う人材を育成・確保するため、就農準備、経営開始に要

する資金の交付、雇用就農を促進するための農業法人等での実践研

修、農業法人における労働環境の改善、地域における新規就農者に

対するサポート活動やリカレント教育（学び直し）の実施等を支援 

 

 

２３８億円 

（２１０億円） 

 

 

② 農業経営の法人化・経営継承の推進 

 

・農業経営の法人化や家族経営を始めとする担い手の経営継承の取組

を促進するため、都道府県ごとの経営相談体制の整備を支援すると

ともに、販売事業者等との連携による経営発展のモデル的取組を支

援 

 

 

１３億円 

（９億円） 

 

③ 農林水産業・食品産業における労働安全の推進 

 

・農林水産業や食品産業の就業者の安全確保を推進するため、事故要

因の調査・分析、安全点検マニュアルの作成、労働安全に関する研

修・指導、安全性の高い技術・器具の導入等を支援 

 

 

１０億円の内数 

（４億円の内数） 

 

④ 女性が変える未来の農業推進事業 

 

・地域のリーダーとなり得る女性農業経営者の育成や、女性が働きや

すい農業労働環境づくりを支援 

 

 

１億円 

（１億円） 

 

⑤ 外国人材受入総合支援事業 

 

・改正入管法の下での農業分野等の外国人材の確保と円滑な受入れに

向けて、外国人材の知識・技能を確認するための試験の実施ととも

に、就労する外国人材が働きやすい環境の整備等を支援 

 

 

９億円 

（４億円） 

 

⑥ 農業協同組合の監査コストの合理化の促進 

 

・公認会計士による監査コストの合理化を図るための農協の主体的な

取組を支援 

 

 

２億円 

（２億円） 

  



 

 
４ 水田フル活用と経営所得安定対策の着実な実施 

 

⑴ 水田フル活用の推進 
 

 

① 水田活用の直接支払交付金 

 

・米政策改革の定着に向け、飼料用米、麦、大豆等の戦略作物の本

作化とともに、産地交付金により地域ごとの特色を活かした魅力

的な産地づくりを支援 

 

 

３，２１５億円 

（３,２１５億円） 

 

② 水田農業の高収益化の推進 

 

・高収益作物の導入・定着を図るため、「水田農業高収益化推進計

画」に基づき、国のみならず地方公共団体等の関係部局が連携

し、水田における高収益作物への転換、水田の畑地化・汎用化の

ための基盤整備、栽培技術や機械・施設の導入、販路確保等の取

組を計画的かつ一体的に推進 

 

（水田活用の直接支払交付金） 

３，２１５億円の内数 
 

 （農地の大区画化等の推進） 

１，８５４億円の内数 
 

（強い農業・担い手づくり総合支援交付金） 

２９６億円の内数 
 

（持続的生産強化対策事業） 

２３３億円の内数 
 

  （畜産生産力・生産体制強化対策事業） 

１６億円の内数 

 

 

③ 農業再生協議会の活動強化等 

 

・農業再生協議会が行う水田フル活用ビジョンの作成・周知や経営

所得安定対策等の運営に必要な経費や申請手続の電子化を支援 

 

 

９０億円 

（８５億円） 

 

④ 米穀周年供給・需要拡大支援事業 

 

・豊作の影響等により必要が生じた場合に、産地が自主的に行う米

の年間を通じた安定販売、需要拡大等の取組を支援 

 

 

５０億円 

（５０億円） 

 

⑤ 米粉の需要拡大・米活用畜産物等のブランド化等 

 

・米粉の需要拡大や飼料用米を活用した畜産物等のブランド化等の

取組を支援 

 

 

２億円 

（１億円） 

  



 

 
⑵ 経営安定対策の着実な実施 

 

 

① 畑作物の直接支払交付金 

 

・麦、大豆、てん菜、でん粉原料用ばれいしょ等の畑作物を生産す

る認定農業者等の担い手に対し、経営安定のための交付金を着実

に交付 

 

（所要額） 

２，０２９億円 

（１,９９８億円） 

 

② 収入減少影響緩和対策交付金 

 

・認定農業者等の担い手に対し、米、麦、大豆等の収入が標準的収

入額を下回った場合に、その差額の９割を補塡（加入者と国が１

対３の割合で負担） 

 

（所要額） 

７４０億円 

（７４０億円） 

 

③ 収入保険制度の実施 

 

・農業保険法に基づき、収入保険制度の加入者の負担軽減を図ると

ともに、事務が円滑に進められるよう、保険料、積立金等の国庫

負担を実施 

 

 

１４９億円 

（２０６億円） 

  



 

 
５ 食の安全・消費者の信頼確保 

 

 

 

① 消費・安全対策交付金 

 

・豚コレラ等の家畜伝染性疾病の発生予防・まん延防止のため、野

生動物・人・車両等を介した病原体の侵入防止対策を始めとする

取組を支援するとともに、ツマジロクサヨトウ等の重要病害虫に

ついて、侵入防止・まん延防止のための取組を支援 

 

 

５０億円 

（２０億円） 

 

② 家畜衛生等総合対策 

 

・検疫探知犬や補助員等の大幅な増強等により、アフリカ豚コレラ

等の家畜伝染性疾病の水際対策を強化するとともに、重要疾病の

早期発見・早期措置のための診断用試薬を全都道府県に配付 

 

 

６１億円 

（５２億円） 

 

③ 生産・製造現場と連携したリスク管理 

 

・サーベイランス・モニタリング中期計画等に基づき、有害化学物

質・微生物の汚染実態を計画的に調査するとともに、調査結果に

基づき、民間事業者と連携して汚染防止、低減対策を検討・普及 

 

 

２億円 

（２億円） 

 

④ 安全な生産資材の安定供給の推進 

 

・安全な生産資材の安定供給を推進するため、ドローン用農薬の登

録試験の支援、肥料登録システムの改修、有害な試薬を用いない

飼料分析法の開発等を実施 

 

 

６億円 

（５億円） 

 

⑤ 薬剤耐性対策 

 

・動物からヒトへの伝播が懸念されている薬剤耐性菌の出現を抑え

るため、薬剤耐性菌の浸潤状況の把握、抗菌剤の代替となる動物

用医薬品の開発等を推進 

 

 

５３億円の内数 

（２４億円の内数） 

  



 

 
６ 農山漁村の活性化 

 
⑴ 日本型直接支払の実施 

 

 

 

① 多面的機能支払交付金 

 

・農業・農村の有する多面的機能が維持・発揮されるとともに地域

全体で担い手を支えるため、農業者等で構成される活動組織が農

地を農地として維持していくために行う地域活動や、地域住民を

含む活動組織が行う地域資源の質的向上を図る活動に交付金を交

付 

 

 

４９３億円 

（４８７億円） 

 

② 中山間地域等直接支払交付金 

 

・中山間地域等における農業生産条件の不利を補正するため、棚田

地域を含む条件不利地域での農業生産活動を継続して行う農業者

等に交付金を交付 

 

 

２６９億円 

（２６３億円） 

 

③ 環境保全型農業直接支払交付金 

 

・化学肥料及び農薬の５割低減の取組と合わせて、地球温暖化防止

等に効果の高い営農活動を行う農業者団体等に交付金を交付 

 

 

２７億円 

（２５億円） 

 
 
 
⑵ 中山間地農業の所得向上を始めとした農山漁村の活性化 

 

① 中山間地農業ルネッサンス事業＜一部公共＞ 

 

・棚田を含む傾斜地等の条件不利性や鳥獣被害の増加など中山間地

農業が置かれている状況を踏まえつつ、地域の特色を活かした多

様な取組を後押しするため、多様で豊かな農業と美しく活力ある

農山村の実現や、地域コミュニティによる農地等の地域資源の維

持・継承に向けた取組を総合的に支援 

 

 

５１０億円 

（４４０億円） 

 

  



 

 

② 農山漁村振興交付金 

 

・農山漁村における所得向上や雇用増大により活力ある農山漁村を

実現するため、棚田を始めとする地域資源を活用した計画策定・

取組の実践や都市における農業体験活動等、地域におけるビジネ

スとしての「農泊」実施や農福連携の実施のための施設整備等、

山村における地域資源の活用等の取組や農山漁村における定住・

交流に資する施設整備等を総合的に支援 

 

１００億円 

（９８億円） 

 

ア 「農泊」の推進 

 

・「農泊」をビジネスとして実施するための体制整備や地域資源

を魅力ある観光コンテンツとして磨き上げるための専門家派遣

等の取組、農家民宿や古民家等を活用した滞在施設、農林漁業

体験施設等の整備を一体的に支援 

 

 

イ 農福連携の推進 

 

・農業分野における障害者等の雇用・就労を促進するとともに、

農福連携に取り組む農業経営体の発展を図るため、施設整備等

のハード対策や障害者の職場定着を支援する人材育成、メディ

ア等を活用したプロモーション等のソフト対策を一体的に支援 

 

 

 

ウ 人材交流・ビジネス支援対策 

 

・農山漁村地域における起業促進のためのプラットフォームを運

営するとともに、地域活性化に必要な専門的スキル・経験を有

する人材等を派遣し、農山漁村の課題解決を図る取組を支援 

 

 

エ 都市農業の多様な機能の発揮 

 

・都市農業での生産体験や交流の場の提供、災害時の避難地とし

ての活用等を支援し、都市農業を振興 

 

  

③ 鳥獣被害防止対策とジビエ利活用の推進 

 

・捕獲活動の一層の強化やＩＣＴを活用したスマート捕獲、侵入防

止柵の整備等の鳥獣被害防止対策とともに、ジビエ利用拡大に向

けた人材育成、捕獲から処理加工段階の情報共有のためのシステ

ム構築に向けた実証等を実施するほか、シカ被害対策のための新

技術等の開発・実証等をモデル的に実施 

 

 

１２２億円 

（１０４億円） 

 

④ 特殊自然災害対策施設緊急整備事業 

 

・火山の降灰等の被害に対応するための洗浄用機械施設等の整備や

これと一体的に行う用水確保対策等を支援 

 

２億円 

（２億円） 



 

 
７ 林業の成長産業化と「林業イノベーション」の推進 

 

① 林業成長産業化総合対策 

 

・新たな森林管理システムの下で森林の経営管理を担う意欲と能力

のある林業経営者の育成や経営の集積・集約化を進める地域への

路網の整備・高性能林業機械の導入、スマート林業・新素材開発

等の「林業イノベーション」の推進に向けた取組、ＣＬＴ（直交

集成板）を含めた木材の利用拡大等、川上から川下までの取組を

総合的に支援 

 

 

１６３億円 

（１２３億円） 

 

 

ア 林業・木材産業成長産業化促進対策 

 

・意欲と能力のある林業経営者を育成し、木材生産を通じた持続

的な林業経営を確立するため、資源の高度利用を図る施業の実

施、路網整備、高性能林業機械の導入、木材加工流通施設の整

備等を総合的に支援 

 

 

イ 林業イノベーション推進総合対策 

 

・ＩＣＴにより資源管理や生産管理を行うスマート林業を推進す

るとともに、早生樹等の利用拡大、自動化機械や木質系新素材

の開発等による「林業イノベーション」の取組を支援 

 

 

ウ 木材需要の拡大・生産流通構造改革促進対策 

 

・都市の木造化等に向けた木質耐火部材等の利用促進、ＣＬＴ等

の利用促進、民間との連携による中高層・非住宅建築物等への

木材利用の促進、公共建築物の木造化・木質化等による新たな

木材需要の創出、高付加価値木材製品の輸出拡大、サプライチ

ェーン構築に向けたマッチング等の取組を支援 

 

 

 

② 森林整備事業＜公共＞ 

 

・林業の成長産業化と森林資源の適切な管理を実現し、国土強靱化

や地球温暖化防止等にも貢献するため、新たな森林管理システム

が導入される地域を中心に、間伐や路網整備、再造林等を推進 

 

１，４９０億円 

（１,２２１億円） 

  



 

 

③ 「緑の人づくり」総合支援対策 

 

・林業への就業前の青年に対する給付金の支給や、新規就業者を現

場技能者に育成する研修、高校生や社会人を対象としたインター

ンシップ等を支援するとともに、新たな森林管理システムの円滑

な実施に向け、市町村の森林・林業担当職員を支援する人材の育

成を推進 

 

 

５３億円 

（４７億円） 

 

④ 森林・山村多面的機能発揮対策 

   

・森林・山村の多面的機能の発揮を図るため、地域における活動組

織が実施する森林の保全管理や森林資源の利用等の取組を支援 

 

 

１４億円 

（１４億円） 

 

⑤ 新たな森林空間利用創出対策 

   

・国有林における多言語による情報発信、木道整備等を実施すると

ともに、森林空間を健康、観光、教育等の多様な分野で活用する

新たなサービス産業（「森林サービス産業」）の創出の取組を支

援 

 

 

２億円 

（１億円） 

 

⑥ 治山事業＜公共＞ 

 

・豪雨災害など激甚化する災害に対応するため、荒廃山地の復旧・

予防対策、危険地区の治山施設の機能強化・老朽化対策、総合的

な流木対策等を推進 

 

 

７４０億円 

（６０６億円） 

 

⑦ 花粉発生源対策推進事業 

 

・花粉症対策苗木への植替え、花粉飛散防止剤の実証、花粉飛散量

予測の精度向上につながるスギ・ヒノキの雄花の着花状況調査等

の取組とともに、これらの成果の普及啓発等を一体的に支援 

 

 

１億円 

（１億円） 

 

⑧ 農山漁村地域整備交付金＜公共＞（再掲） 

 

・地方の裁量によって実施する農林水産業の基盤整備や農山漁村の

防災・減災対策に必要な交付金を交付 

 

 

１，１１３億円 

（９２７億円） 

  



 

 

８ 水産改革の実行による適切な資源管理と水産業の成長産業化 

 

① 新たな資源管理システムの実施 

 

 

 

ア 資源調査・評価の充実 

 

・水産研究・教育機構の資源研究部門を見直し、調査研究体制を

強化するとともに、国際的にみて遜色のない水産資源の評価・

管理方法の導入に向け、資源評価対象種の拡大や資源評価の精

度向上等の推進のための調査船調査、市場調査、海洋観測等の

充実のほか、水産庁漁業調査船の代船を建造 

 

１１８億円 

（７０億円） 

 

イ 漁業経営安定対策の強化 

 

・計画的に資源管理等に取り組む漁業者を対象に、漁獲変動等に

伴う減収を補填する漁業収入安定対策を強化するとともに、燃

油や配合飼料の価格上昇に対するコスト対策等を実施 

 

 

８７８億円 

（１８１億円） 

 

② 漁業の成長産業化に向けた重点的な支援 

 

 

ア 漁業人材育成総合支援事業 

 

・漁業・漁村を支える人材確保・育成を強化するため、漁業への

就業前の若者への資金の交付、通信教育等を通じたリカレント

教育の取組、漁業現場での長期研修を通じた就業・定着促進、

海技免許等の資格取得、漁業者の経営能力の向上等を支援 

 

１０億円 

（８億円） 

 

イ 漁船漁業の構造改革 

 

・高性能漁船の導入等による収益性向上や、居住性・安全性・作

業性の高い漁船の計画的・効率的な導入手法等の実証の取組を

支援 

 

 

５３億円 

（５１億円） 

 

ウ 沿岸漁業の競争力強化 

 

・漁業所得の向上を目指す漁業者による共同利用施設の整備、浜

と企業の連携の推進など浜プランの着実な推進を図るととも

に、浜の構造改革に必要な漁船、漁具等のリース方式による導

入を支援 

 

 

（浜の活力再生・成長促進交付金） 

５６億円 

（５４億円） 
 

（水産業成長産業化沿岸地域創出事業） 

１００億円 

（１００億円） 

  



 

 

エ 戦略的な養殖業の成長産業化 

 

・国が策定する総合戦略に基づき、養殖生産のボトルネック克服

等に向けた技術開発・調査等の支援や、大規模沖合養殖システ

ムの導入や新技術を用いた協業化の促進等による収益性向上の

ための実証等の取組を支援 

 

（養殖業成長産業化推進事業） 

４億円 

（４億円） 
 

（漁業構造改革総合対策事業） 

５３億円の内数 

（５１億円の内数） 

 

 

オ 内水面及びさけ・ます等栽培資源総合対策 

 

・ウナギ等の内水面資源の回復と適切な管理体制の構築、さけの

回帰率向上に必要な種苗生産能力に応じた放流体制への転換、

種苗生産・放流等において資源造成・回復効果の高い手法や対

象魚種の重点化の取組等を支援 

 

 

１４億円 

（１４億円） 

 

③ 「スマート水産業」等の推進 

 

 

ア 「スマート水産業」の推進 

 

・ＩＣＴを活用した操業データ等の効率的な収集に向けた体制の

整備や生産から流通までの多様な情報の連携・共有・活用を可

能とするデータ連携基盤の構築、漁場形成予測技術の開発等を

支援 

 

８億円 

（５億円） 

 

イ 水産バリューチェーンの生産性向上 

 

・産地水産加工業の中核的人材育成、浜プランとも連動した生産

性向上の取組、生産・加工・流通・販売が連携し一体となった

バリューチェーンの構築、漁獲から加工・流通段階までの漁獲

情報等を伝達する漁獲証明システムの開発等を支援 

 

 

１４億円 

（１２億円） 

 

④ 水産基盤の整備、漁港機能の再編・集約化と強靱化の推進 

 

 

ア 水産基盤整備事業＜公共＞ 

 

・産地市場統合や養殖適地の確保など水産改革と連動した水産基

盤の整備や、衛生管理対策、水産資源の回復対策、漁業地域の

地震・津波対策、漁港施設の長寿命化対策、漁港の有効活用を

推進 

 

８６７億円 

（７１０億円） 

  



 

 

イ 漁港の機能増進 

 

・就労環境の改善、漁港利用者の安全性の向上、漁港施設の有効

活用等に加えて、流通や養殖機能の強化に資する施設の整備を

支援 

 

２６億円 

（２６億円） 

 

ウ 農山漁村地域整備交付金＜公共＞（再掲） 

 

・地方の裁量によって実施する農林水産業の基盤整備や農山漁村

の防災・減災対策に必要な交付金を交付 

 

 

１，１１３億円 

（９２７億円） 

 

⑤ 漁業取締体制の増強、国境監視機能等の多面的機能の発揮、捕鯨対策 

 

ア 外国漁船対策等 

 

・我が国周辺海域における水産資源の管理と操業秩序の維持のた

め、外国漁船の違法操業等に対する漁業取締体制等を強化 

 

２６２億円 

（１６８億円） 

 

イ 漁村の多面的機能の発揮等 

 

・漁業者等が行う藻場・干潟の保全や国境監視など水産多面的機

能の発揮に資する取組や離島の漁業再生等に資する取組、有害

生物・赤潮等による漁業被害防止対策等を支援 

 

５６億円 

（５５億円） 

 

ウ 捕鯨対策 

 

・商業捕鯨の本格的な実施に当たり、実証事業の実施、非致死的

調査による科学的データの収集、鯨食文化を継承するための発

信・普及や捕鯨の将来の姿の検討等を支援 

 

５１億円 

（５１億円） 

 

 

 

 

 

※ 「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策」に係る経費や「総合的なＴＰＰ等関

連政策大綱」を踏まえた農林水産分野における経費については、予算編成過程で検討。 

 


